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沼津市建築物等耐震化促進事業費補助金交付事務取扱要領 

平成16年５月25日 都市計画部長決裁 

改正 平成17年３月31日 都市計画部長決裁 

改正 平成19年３月30日 都市計画部長決裁 

改正 平成20年４月１日 都市計画部長決裁 

改正 平成24年３月30日 都市計画部長決裁 

改正 平成26年３月31日 都市計画部長決裁 

改正 平成27年10月１日 都市計画部長決裁 

改正 平成28年３月17日 都市計画部長決裁 

改正 平成29年４月１日 都市計画部長決裁 

            改正 平成30年４月１日 都市計画部長決裁 

改正 令和２年３月31日 都市計画部長決裁 

改正 令和２年10月27日 都市計画部長決裁 

改正 令和３年３月31日 都市計画部長決裁 

改正 令和６年３月31日 都市計画部長決裁 

（趣旨） 

第１条 沼津市建築物等耐震化促進事業費補助金の交付に関しては、沼津建築物等耐震化促進事業費補

助金交付要綱（以下「要綱」という。）及びこの取扱要領に定めるところによる。 

（補助対象事業の採択要件） 

第２条 補助対象となる事業は、次の各号に定めるところによる。 

(１) 既存建築物耐震補強助成事業 要綱第２条に定めに基づき実施する耐震改修を行う事業で、耐

震診断の結果、Is/ET（静岡県耐震判定指標値）＜1.0かつIs＜0.6であった災害拠点施設がIs/ET≧

1.0となる耐震補強工事を行う事業及び耐震診断の結果、Is＜0.6であった災害拠点施設以外の建築

物がIs≧0.6となる耐震補強工事を行う事業とする。 

(２) 既存建築物耐震診断事業 静岡県地震対策推進条例（平成８年静岡県条例第１号。以下「県条

例」という。）に基づき、要綱第２条に定める既存建築物の耐震診断を行う事業とする。 

（３） 既存住宅耐震診断事業 県条例に基づき、要綱第２条に定める既存住宅について、所有者又は

居住者が行う非木造住宅の耐震診断事業とし、補助額の上乗せを行なう高齢者等が居住する住宅は、

次のいずれかに該当するものとする。 

  ア 65歳以上の者のみが居住するもの 

  イ 身体障害者手帳の交付を受け、身体障害程度等級が１級又は２級のものが居住するもの 

  ウ 介護保険法による要介護者又は要支援者が居住するもの 

  エ 療育手帳又は精神障害者保険福祉手帳の交付を受けている者が居住するもの 

(４) 緊急輸送道路沿道建築物耐震補強助成事業 制度要綱第３．第六号に基づき実施する緊急輸送

道路沿道建築物耐震補強助成事業とする。 

(５) 既存建築物補強計画策定事業 要綱第２条に定めに基づき実施する補強計画策定を行う事業

で、耐震診断の結果、Is/ET（静岡県耐震判定指標値）＜1.0かつ Is＜0.6であった災害拠点施設が

Is/ET≧1.0 となる補強計画策定を行う事業及び耐震診断の結果、Is＜0.6 であった災害拠点施設以

外の建築物が Is≧0.6となる補強計画策定を行う事業とする。 

(６) 木造住宅除却助成事業 県条例に基づき、木造住宅の耐震化を推進することを目的とし、次の

いずれにも該当する事業とする。 

ア 木造住宅で所有者が行う除却工事 

イ 耐震診断の結果、倒壊の危険性有と診断された木造住宅の除却工事 

ウ 特定行政庁の勧告または耐震改修促進法に基づく指導を受けたもの 

エ 沼津市空き家等の適正管理および有効利用に関する条例第４条の勧告を受けていないもの 

オ 建設業許可および静岡県解体工事業登録等の解体工事業を行うことができる事業者の行う当

該除却工事または所有者本人の行う除却工事 

カ 要綱別表第２に規定する高齢者のみが居住する住宅等で、居住者が耐震性能を有する既存住宅
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に移転するもの 

（７） 木造住宅耐震補強助成事業（補強計画一体型） 県条例に基づき、地震発生時における木造住

宅の倒壊による災害を防止し、地震に対する安全性の向上を目的とする事業で、次のいずれかに

も該当する事業とする。 

  ア 木造住宅で所有者又は居住者が行う当該耐震補強計画の策定及び、耐震補強工事 

  イ 耐震診断の結果、耐震評点が1.0未満であった木造住宅が、耐震補強工事を行なった後に、耐

震評点が1.0以上となる当該耐震補強工事。ただし、耐震評点が0.3以上あがる耐震補強工事に限

る。 

  ウ 新工法を採用する等、前号イの診断が困難な場合は、イと同等以上の効果が認められる耐震補

強工事 

  エ 補助額の上乗せを行なう高齢者等が居住する住宅は、次のいずれかに該当するものとする。 

   （ｱ） 65歳以上の者のみが居住するもの 

   （ｲ） 身体障害者手帳の交付を受け、身体障害程度等級が1級又は2級のものが居住するもの 

   （ｳ） 介護法による要介護者又は要支援者が居住するもの 

   （ｴ） 療育手帳又は精神障害者保険福祉手帳の交付を受けている者が居住するもの 

（８） 緊急輸送道路沿道建築物補強計画策定事業 制度要綱３．第一号ハ又は第二号ハに基づき実施

する緊急輸送道路沿道建築物耐震計画策定の助成事業とする。 

(９) 要綱第６条に定める「市長が軽微な変更と認める場合」とは、木造住宅耐震補強助成事業にお 

いて耐震評点が変更前と同等以上となる工事内容の変更であって、補助対象金額に変更が無い場 

合その他これに類する場合をいう。 

（補助対象経費） 

第３条 本事業の補助対象は、要綱別表に定める経費で、市長が事業の実施に必要と認める範囲内の経

費とする。 

（計画の変更） 

第４条 補助金の交付の申請後、交付の決定前に事業の計画を変更する必要が生じた場合は、速やかに

沼津市建築物等耐震化促進事業計画変更届（第１号様式）を市長に提出するものとする。 

（添付書類） 

第５条 要綱に規定する交付の申請、変更等の承認及び実績報告をするときは、要綱に定めるもののほ

か、次に掲げる書類を添付するものとする。 

(１) 既存建築物耐震補強助成事業 

ア 交付の申請 各１部 

＜共通＞ 

(ｱ) 事業経費の根拠 見積書（内訳設計書）の写し 

(ｲ) 位置図    縮尺 25,000分の１以上（都市計画総括図に優良建築物等整備事業区域を表

示） 

(ｳ) 施行区域図  縮尺 2,500 分の１以上（白図に施行地区を赤線で表示、地区内の構造別現

況を表示） 

(ｴ) 耐震改修図  縮尺 500 分の１以上 

改修計画書､配置図､各階平面図､立面図び断面図､改修詳細図､耐震補強計画

判定書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく計画認定通知

書の写し 

イ 変更等の承認申請 各１部 

(ｱ) 変更の内容がわかる書類 

ウ 実績の報告 各１部 

＜共通＞ 

(ｱ) 事業経費の根拠 耐震改修工事経費の契約書の写し、及び領収書の写し 

(ｲ) 位置図    縮尺 25,000分の１以上（都市計画総括図に優良建築物等整備事業区域を表
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示） 

(ｳ) 施行区域図  縮尺 2,500 分の１以上（白図に施行地区を赤線で表示、地区内の構造別現

況を表示） 

(ｴ) 事業報告書  事業実施状況に関すること、工事監理状況に関すること、事業の中間工程及

び完了状況写真、改修設計書、配置図、各階平面図、立面図及び断面図 

(２) 既存建築物耐震診断事業及び既存住宅耐震診断事業 

ア 交付の申請 各１部 

(ｱ) 事業経費の根拠 見積書（内訳設計書）の写し 

(ｲ) 昭和56年５月31日以前に建築（10㎡以上の増築，改築を含む）したこと及び所有者等を証明

するもので下記のいずれかの書類の写し 

ａ 建築確認通知書 

ｂ 固定資産課税台帳登録証明書（家屋） 

ｃ 建物の登記事項証明書 

ｄ その他市長が必要と認めたもの（所有者等が証明できない場合それらを証明する書類） 

(ｳ) 耐震診断実施建築物の位置図（縮尺2,500分の１以上の都市計画総括図等） 

(ｴ) 耐震診断実施建築物の配置図、平面図 

(ｵ) 高齢者等であることを条件に申請する場合 

ａ 高齢者等であることを証明するもので、下記のいずれかの書類の写し 

・ 世帯全員の住民票 

・ その他市長が必要と認めたもの（身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手

帳等） 

ｂ 家族構成報告書 

(ｶ) その他市長が必要と認めたもの 

イ 変更等の承認申請 各１部 

(ｱ) 変更の内容がわかる書類 

ウ 実績報告 各１部 

(ｱ) 補強計画策定費又は耐震診断経費の契約書の写し、及び請求書又は領収書の写し。ただし、

請求書を添付する場合は併せて補助金額算出に要する金額以上の領収書を添付すること。 

(ｲ) 耐震診断結果報告書（木造住宅については、補強計画書を含む。） 

(ｳ) 耐震診断判定書の写し 

 (ｴ) 木造住宅については静岡県耐震診断補強相談士登録証の写し 

(３) 緊急輸送道路沿道建築物耐震補強助成事業 

ア 交付の申請 各１部 

＜共通＞ 

(ｱ) 事業経費の根拠 見積書（内訳設計書）の写し 

(ｲ) 位置図    縮尺 25,000分の１以上（都市計画総括図に優良建築物等整備事業区域を表

示） 

(ｳ) 施行区域図  縮尺 2,500 分の１以上（白図に施行地区を赤線で表示、地区内の構造別現

況を表示） 

(ｴ) 耐震改修図  縮尺 500 分の１以上 

改修計画書､配置図､各階平面図､立面図び断面図､改修詳細図､耐震補強計画

判定書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく計画認定通知

書の写し 

イ 変更等の承認申請 各１部 

(ｱ) 変更の内容がわかる書類 

ウ 実績の報告 各１部 

＜共通＞ 

(ｱ) 事業経費の根拠 耐震改修工事経費の契約書の写し、及び領収書の写し 
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(ｲ) 位置図    縮尺 25,000分の１以上（都市計画総括図に優良建築物等整備事業区域を表

示） 

(ｳ) 施行区域図  縮尺 2,500 分の１以上（白図に施行地区を赤線で表示、地区内の構造別現

況を表示） 

(ｴ) 事業報告書  事業実施状況に関すること、工事監理状況に関すること、事業の中間工程及

び完了状況写真、改修設計書、配置図、各階平面図、立面図及び断面図 

(４) 既存建築物補強計画策定事業 

ア 交付の申請 各１部 

(ｱ) 事業経費の根拠 見積書（内訳設計書）の写し 

(ｲ) 昭和56年５月31日以前に建築（10㎡以上の増築，改築を含む）したこと及び所有者等を証明

するもので下記のいずれかの書類の写し 

ａ 建築確認通知書 

ｂ 固定資産課税台帳登録証明書（家屋） 

ｃ 建物の登記事項証明書 

ｄ その他市長が必要と認めたもの（所有者等が証明できない場合それらを証明する書類） 

(ｳ) 補強計画策定実施建築物の位置図（縮尺2,500分の１以上の都市計画総括図等） 

(ｴ) 補強計画策定実施建築物の配置図、平面図 

(ｵ) 補強計画策定建築物の耐震診断結果報告書 

(ｶ) 補強計画策定建築物の耐震診断判定書の写し 

(ｷ) その他市長が必要と認めたもの 

イ 変更等の承認申請 各１部 

(ｱ) 変更の内容がわかる書類 

ウ 実績報告 各１部 

(ｱ) 補強計画策定費の契約書の写し、及び請求書又は領収書の写し。ただし、請求書を添付する

場合は併せて補助金額算出に要する金額以上の領収書を添付すること。 

(ｲ) 補強計画に係る判定書の写し 

(５) 木造住宅除却助成事業 

ア 交付の申請 各１部 （わが家の専門家診断事業で耐震診断を行った場合は、(ｴ)及び(ｵ)の書

類の添付は省けるものとする。） 

(ｱ) 事業経費の根拠 見積書の写し 

(ｲ) 位置図（縮尺2,500 分の１以上の地図） 

(ｳ) 昭和56年５月31日以前に建築（10㎡以上の増築，改築を含む）したこと及び住宅であること、

かつ所有者を証明するもので下記のいずれかの書類の写し 

ａ 建築確認通知書 

ｂ 固定資産課税台帳登録証明書（家屋） 

ｃ 建物の登記事項証明書 

ｄ その他市長が必要と認めたもの（所有者等が証明できない場合それらを証明する書類） 

(ｴ) 耐震診断結果報告書 

(ｵ) 平面図 

(ｶ) 着工前の写真 

(ｷ) 現に居住の用に供する場合、身分証明書等の写し 

(ｸ)  高齢者のみが居住する住宅等を証明する以下のいずれかの書類 

 ・世帯全員の住民票 

 ・その他市長が必要と認めたもの（身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳等） 

(ｹ) 移転先の建物の登記事項証明書 

(ｺ) 所有者以外による申請の場合は承諾書 

(ｻ) その他市長が必要と認めたもの 

イ 変更等の承認申請 各１部 



 5 

(ｱ) 変更の内容がわかる書類 

ウ 実績報告 各１部 

(ｱ) 事業経費の契約書の写し、及び請求書又は領収書の写し。ただし、請求書を添付する場合は

併せて補助金額算出に要する金額以上の領収書を添付すること。 

(ｲ) 完了時の写真 

   (ｳ) 工事除却届の写し 

   (ｴ)  耐震性がある住宅へ住み替えたことを証明する以下のいずれかの書類 

    ・住民票 

    ・新耐震基準の住宅であることがわかる書類 

(ｵ)その他市長が必要と認めたもの 

（６） 木造住宅耐震補強助成事業（補強計画一体型） 

  ア 交付の申請 各１部 

   （ｱ）事業経費の根拠 見積書（内訳設計書）の写し 

   （ｲ）位置図（縮尺 2,500分の１以上の地図） 

   （ｳ）昭和 56年５月 31日以前に建築（10㎡以上の増築、改築を含む）したこと及び所有者等を 

証明するもので下記のいずれかの書類の写し 

    a 建築確認通知書 

    b 固定資産課税台帳登録証明書（家屋） 

    c 建物の登記事項証明書 

    d  その他市長が必要と認めたもの（所有者等が証明できない場合それらを証明する書類） 

   （ｴ）耐震診断結果報告書の写し 

   （ｵ）平面図（補強前） 

   （ｶ）高齢者等であることを条件に申請する場合 

     a 高齢者であることを証明するもので、下記のいずれかの書類の写し 

     ・世帯全員の住民票 

     ・その他市長が必要と認めたもの（身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保険福祉手帳 

   等） 

    ｂ 家族構成報告書 

   （ｷ）静岡県耐震診断補強相談士登録証の写し 

    (ｸ) その他市長が必要と認めたもの 

  イ 変更等の承認申請 各１部 

   （ｱ）変更の内容がわかる書類 

  ウ 実績報告 各１部 

   （ｱ）補強計画策定費用又は耐震診断経費、耐震補強工事の契約書の写し。請求書又は領収書  

の写し。 ただし請求書を添付する場合は併せて補助金額算出に要する金額以上の領収書

を添付すること。 

   （ｲ）耐震補強計画書 

   （ｳ）施工箇所毎の着工前、施行中及び完了時の写真 

   （ｴ）第２条（10）に定める軽微な変更があった場合には、変更の内容がわかる書類 

（７） 緊急輸送道路沿道建築物補強計画策定事業 

  ア 交付の申請 各１部 

   （ｱ）事業経費の根拠 見積書（内訳設計書）の写し 

   （ｲ）昭和 56 年５月 31 日以前に建築（10 ㎡以上の増築、改築を含む）したこと及び所有者等

を証明できるもので下記のいずれかの書類の写し 

     a 建築確認通知書 

     b 固定資産課税台帳登録証明書（家屋） 

      c 建物の登記事項証明書 

     d その他市長が必要と認めたもの（所有者等が証明できない場合それらを証明する書類） 
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   （ｳ）補強計画策定実施建築物の位置図（縮尺 2,500分の１以上の都市計画総括図等） 

   （ｴ）補強計画策定実施建築物の配置図、平面図 

   （ｵ）補強計画策定建築物の耐震診断結果報告書  

   （ｶ）補強計画策定建築物の耐震診断判定書の写し 

   （ｷ）その他市町が必要と認めたもの 

  イ 変更等の承認申請 各１部 

   （ｱ）変更等の内容がわかる書類 

  ウ 実績報告 各１部 

   （ｱ）補強計画策定費の契約書の写し、及び請求書又は領収書の写し。ただし、請求書を添付す 

      る場合は併せて補助金額算出に要する金額以上の領収書を添付すること 

   （ｲ）補強計画に係る判定書の写し 

（耐震診断及び補強計画の判定方法） 

第６条 耐震診断及び補強計画の判定方法は、次に掲げる事項によるものとする。 

(１) 既存建築物耐震診断事業及び既存住宅耐震診断事業、既存建築物補強計画策定断事業、 

    

ア 耐震診断及び補強計画の判定は、次の基準による。 

(ｱ) 「公立学校施設に係る大規模地震対策関係法令及び地震防災対策関係法令の運用細目」（昭

和55年７月23日付け文管助第217号文部大臣裁定（平成７年８月24日付け文教施第 185号によ

る改正以前のものを含む。）） 

(ｲ)  （財）日本建築防災協会による「木造住宅の耐震精密診断と補強方法」（昭和     

  60 年） 

ただし、地盤・基礎の評点については、次のとおり読み替えて適用する。 

Ａ 

地

盤 

・ 

基

礎 

 

地盤 

基礎 

良い 普通 悪い 

鉄筋コンクリート造布基礎 1.0 0.8 0.7 

無筋コンクリート造布基礎 1.0 0.7 0.5 

ひびわれのあるコンクリート造布基礎 0.7 0.5 0.4 

その他の基礎（玉石，石積，ブロック塀） 0.6 0.4 0.3 
 

なお、地盤の判定を静岡県地盤分類図により行う場合は次のとおり適用する。 

第１種地盤  良い地盤 

第２種地盤  普通の地盤 

第３種地盤  悪い地盤 

(ｳ) （財）日本建築防災協会による「改訂版既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」( 2001

年改訂版（ただし、電算処理ソフトが使用できる環境が整うまでは平成２年改訂版によるこ

とができる）) 

(ｴ) （財）日本建築防災協会による「改訂版既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準

改修設計指針同解説」（平成10年改訂版） 

(ｵ) （社）営繕協会による「官庁施設の耐震点検・改修要領」（昭和62年） 

(ｶ) 「屋内運動場等の耐震性能診断基準」（平成７年10月23日付け７教施第21の１号文部省教育

助成局施設助成課長通知） 

(ｷ) （財）日本建築防災協会による「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断及び

耐震改修指針・同解説」（平成８年） 

(ｸ) その他特に市長が必要と認めたもの 

イ 鉄筋コンクリート造、鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の耐震診断にあたっては、原則とし

て電算ソフトを使用するものとし、鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造は、第２次
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診断まで実施すること。 

ウ 診断結果及び補強計画は、既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会規約第８

条第２項に基づき登録された耐震判定委員会に諮るものとする。ただし、県が実施した各種構造

の耐震診断講習会を受講修了した者又はそれらの者と同等の知識を有する者が耐震診断を行った

次に掲げる建築物の診断結果についてはこの限りでない。 

(ｱ) 次のａからｂのいずれにも該当する鉄筋コンクリート造又は鉄骨造の建築物 

ａ 延べ面積  300 平方メートル以下 

ｂ 高さ13メートル以下 

(ｲ) 次のａからｄのいずれにも該当する木造の建築物。 

ａ 延べ面積 1,000 平方メートル以下（平屋建てのものは除く。） 

ｂ 高さ 13メートル以下 

ｃ 軒の高さ９メートル以下 

ｄ 階数２以下 

(ｳ) 市長が不要と認める建築物 

(２) 木造住宅耐震補強助成事業（補強計画、補強工事一体型） 

ア 耐震診断は次のいずれかで実施した診断とする。 

(ｱ) わが家の専門家診断事業（平成13年８月７日付け住安第219 号） 

(ｲ) 既存住宅耐震診断事業（平成15年度までの既存建築物耐震性向上事業を含む。） 

(ｳ) 静岡県耐震診断補強相談士がいる建築士事務所が、(財)日本建築防災協会による「木造住宅  

の耐震精密診断と補強方法」（ただし、Ｌｔ/ ＬｒからＤ×Ｅを求める図は除く。）の基準で実

施した耐震診断 

イ  補強後の耐震評点は下記のいずれかの基準で算定する。その算定を行なう者は、静岡県耐震

診断補強相談士がいる建築士事務所とする。 

(ｱ) 「静岡県耐震診断補強相談マニュアル」 

(ｲ) （財）日本建築防災協会による｢木造住宅の耐震精密診断と補強方法｣(ただし、Ｌｔ/ Ｌｒ

からＤ×Ｅを求める図は除く。) 

(ｳ) 新工法を採用する際、前号(ｱ)及び(ｲ)の診断が困難な場合は､(ｱ)及び(ｲ)と同等以上の効果  

が認められる耐震補強工事。 

(３) 木造住宅除却助成事業 

ア 耐震診断は次のいずれかで実施した診断とする。 

(ｱ) わが家の専門家診断事業（平成13年８月７日付け住安第219 号） 

(ｲ) 既存住宅耐震診断事業（平成15年度までの既存建築物耐震性向上事業を含む。） 

(ｳ) 国土交通大臣登録 木造耐震診断資格者講習及び木造住宅の耐震改修技術者講習会を受講し

た建築士の所属する建築士事務所、および静岡県耐震診断補強相談士が所属する建築士事務所

が、(財)日本建築防災協会による「木造住宅の耐震精密診断と補強方法」（ただし、Ｌｔ/ Ｌ

ｒからＤ×Ｅを求める図は除く。）の基準で実施した耐震診断 

(ｴ) その他市長が認めるもの 

（耐震診断結果報告書） 

第７条 耐震診断結果報告書には、次の事項を記載した書類を添付するものとする。 

(１) 木造 

ア 建築物の所有者、所在地、用途・規模、診断者の名称・住所、診断年月日 

イ 「木造住宅の耐震精密診断と補強方法」（（財）日本建築防災協会発行）の耐震精密診断表（原

則として現況、補強計画両方の診断表）及び耐震評点 

ウ 補強計画書及び補強計画平面図（補強方法、補強箇所を明示する。） 

(２) 木造以外 

ア 建築物の名称、所在地、用途、診断者の名称、住所、診断年月日 

イ 構造部材強度（コンクリート、鉄筋、鉄骨、杭耐力、地耐力その他） 

ウ 耐震診断の方針 
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エ 診断結果の概要 

オ 建築物の性質 

カ 総合所見 

キ 平面図、伏図、軸組図 

（補則） 

第８条 この要領に定めるもののほかに必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要領は、平成16年５月25日から施行し、平成１６年度分の補助金から適用する。 

２ 第２条第４号に規定する事業に係る第３条から第８条まで規定は、平成19年３月31日までに実施

する事業に限り、適用する。 

３ 沼津市既存建築物耐震性向上事業費補助金交付要領（平成14年８月15日）、沼津市木造住宅耐震改

修事業費補助金交付取扱要領（平成14年９月13日）（以下「旧既存建築物耐震性向上事業費補助金交

付要領等」という。）は、廃止する。 

４ この要領の施行前に旧既存建築物耐震性向上事業費補助金交付要領等の規定により市長に対して

なされた申請その他の手続きは、それぞれこの要領の相当の規定によりなされた申請その他の手続

きとみなす。 

附 則 

１ この要領は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成19年４月２日から施行し、平成19年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成20年４月１日から施行し、平成20年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成24年４月１日から施行し、平成24年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成26年４月１日から施行し、平成26年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成27年10月１日から施行し、平成27年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成28年４月１日から施行し、平成28年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成29年４月１日から施行し、平成29年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成30年４月１日から施行し、平成30年度分の補助金から適用する。 

 附 則 

１ この要領は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、令和２年11月１日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要領は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。 

 

 


